
マイナンバーカードの普及・利活用に係る政府の方針 （１／２） 

「世界最先端IT 国家創造宣言」（平成27年6月30日閣議決定）の変更（抄） 
（平成28年5月20日閣議決定） 

I. 世界最先端 IT 国家創造宣言に基づくこれまでの成果 
１.これまでの代表的な成果

  （２） マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上 
○ コンビニのキオスク端末による戸籍証明書の交付や、母子健康情報の提供等
○ 国家公務員IC カード身分証のマイナンバーカードへの一体化
○ マイナンバーカードの国民への無償配布

○ マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ化の検討

○ 一連の子育て関連手続に関しては、 窓口訪問や郵送等なしにマイナンバーカードを用いて一括して手続が行えるようマイ
ナポータルとの今後の連携の在り方も含め検討を推進 

II. 「国から地方へ、地方から全国へ」（IT 利活用の更なる推進のための３つの重点項目）
３．[重点項目３] 超少子高齢社会における諸課題の解決 

  （２） マイナンバー制度等を活用した子育て行政サービスの変革 

 （３） IT 利活用による諸課題の解決に資する取組 
③マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上

○ 国・地方公共団体の調達情報の共有を開始。マイナンバーカードを用いた国・地方公共団体における調達手続の簡素化や、
各種申請手続や定期的な行政手続の簡素化、国民の利便性向上に大きな効果がある業務での利活用案の検討 

○ 公的個人認証サービスを活用した法人間取引における権限の認証等の実現に向けた多様なアクセス手段や制度的措置に
ついて検討 

○ マイナンバーカードの公的個人認証機能を活用し、官民で連携した仕組みを設け、民間事業者の送達サービスを活用した官
民の証明書類の受け取りや子育て支援・引越・死亡等に係るワンストップサービスや、テレビ・スマートフォン・コンビニ端末等
を活用した電子的な行政手続等への多様なアクセスを順次実現 

○ 利用者証明用電子証明書の海外転出後の継続利用や旧姓併記等の券面記載事項の充実、マイナンバーカードのマイキー
部分（公的個人認証機能等）を活用した公共施設や自治体ポイントなどの自治体サービスのクラウド使用による効果的・効率
的利用促進や当該ポイントの商店街等での利用推進等、可能なものから順次実現 



マイナンバーカードの普及・利活用に係る政府の方針 （２／２） 

３. ［重点項目３］超少子高齢社会における諸課題の解決
（２）マイナンバー制度等を活用した子育て行政サービスの変革 
○マイナポータルを活用した子育てワンストップサービスの提供
（３）IT 利活用による諸課題の解決に資する取組 
③. マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上

○マイナポータルの構築・利活用
・ 本人確認の連携による官民のオンラインサービスのシームレスな連携（e-Tax、ねんきんネット、その他民間サービス等） 
○マイナンバーカードの普及・利活用の促進
・ 地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人等の職員証や民間企業の社員証等としての利用の検討 
・ マイナンバーカードのキャッシュカードやデビットカード、クレジットカードとしての利用やATM 等からのマイナポータルへのア
クセスの実現に向けて、民間事業者と検討 
・ 医療保険のオンライン資格確認システムを段階的に導入し、マイナンバーカードを健康保険証として利用することを可能に 
・ 印鑑登録者識別カード等の行政が発行する各種カードとの一体化 
・ 各種免許等における各種公的資格確認機能をマイナンバーカードに持たせることについて、その可否も含めて検討 
・ 民間事業者による空き領域の利用 
・ 公的個人認証機能のスマートフォンで読み取り申請の実現や、利用者証明機能のスマートフォンへのダウンロードの実現 

・ マイナンバーカードを利用した、住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄本等のコンビニ交付等を利用できる地方公共団体・事業
者を拡大し、順次、対象手続きを拡大。また、コンビニ交付サービスで構築された電子証明書の有効性確認等の機能を他の
サービスでも活用できることとするための検討 

・ 利用者証明用電子証明書の海外転出後の継続利用や旧姓併記等の券面記載事項の充実、マイナンバーカードのマイキー
部分を活用した公共施設や自治体ポイント等の効果的・効率的利用促進や当該ポイントの商店街等での利用の推進 
・ 公的な身分証明書として、官民の本人確認を要する場面における利用 

・ 公的個人認証サービスについて、順次、当該サービスを利用した行政手続き等の拡大・見直しを行うとともに、民間事業者
への利用の働きかけ 

・ 災害発生時や生活再建支援時等における、マイナンバー制度を用いたより正確、迅速かつ効率的な避難状況等の把握等
に当たっての情報の共有の在り方について、マイナンバー制度の見直しも含めて検討 

「世界最先端IT 国家創造宣言 工程表」改定（抄） 
（平成28年5月20日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定） 

 




